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論説

　　Long-term post-seismic crustal deformation characteristics in southwestern Hokkaido induced 

by the 2003 Tokachi-oki earthquake (Mw 8.0) were investigated using the F5 GNSS daily 

coordinate data. Comparison of the detrended coordinate time series before and after the 2003 

Tokachi-oki earthquake indicated that post-seismic horizontal deformation exceeded co-seismic 

displacements and continued at least 7.5 years until the day of the 2011 off the Pacific coast of 

Tohoku earthquake (M9.0). Viscoelastic subsurface models were examined to fit to observed 

horizontal displacement time series. Parameters of elastic layer 20～30km and viscosity 1×1018 

Pa s well reproduced features of observed displacement time series. Estimated coefficient suggest 

relatively low viscosity in southwestern Hokkaido and was well consistent with that from previous 

studies in this region. 

この論文はクリエイティブ・コモンズ 表示 -非営利 4.0 国際ライセンスの下に提供されています．なお，抄録はクリエイティブコモンズの定める
CC0（パブリック・ドメイン提供）とします．

http://creativecommons.org/licenses/by-nc/4.0/


石田　優香・高橋　浩晃・大園　真子2

Ⅰ．は　じ　め　に

　マグニチュード７を超えるような地震が発生した際，震源に近い場所に加え，震源から離れた

場所でも余効変動が数年～十数年間観測されることがある (Heki et al., 1997;Qiu et al., 

2018;Watanabe et al., 2014;Tomita et al. 2015; Honsho et al., 2019; 不破・大園，2018)．余効

変動の主な要因として，断層面上での余効すべり，アセノスフェアでの粘弾性緩和，上部地殻で

の間隙弾性反発が挙げられる．余効すべりは，地震の際にすべった断層やその周辺部が地震後も

ゆっくりすべる現象で，地震後数ヶ月～数年間続く短期的な変動である．粘弾性緩和は，地震の

発生により下部地殻や上部マントルの粘弾性層にかかった応力がゆっくりと時間をかけて緩和さ

れる現象で，地震後数年～十数年の長期間の変形が観測される場合がある．間隙弾性反発は，急

激な断層運動で生じた伸長・圧縮応力により岩石 (多孔質弾性体 )中に含まれる間隙流体が流出・

流入することで岩石の体積歪の変化が発生し，地表での沈降・隆起を引き起こす現象であるが，

継続期間は地震後数日～数ヶ月と短い．

　北海道においても，これまでの先行研究において地震発生後に観測された地殻変動を説明する

ために粘弾性構造モデルが推定されている．2003 年十勝沖地震については，Itoh and 

Nishimura(2016) や Itoh et al.(2019) が粘弾性構造モデルを推定したが，これらの研究では対象

領域を石狩低地帯よりも東側の地域とした．また，Ueda et al.(2003) は，1993 年に発生した北

海道南西沖地震の余効変動から北海道南西部の粘弾性構造を推定した．

　2003 年十勝沖地震では，北海道南西部においても粘弾性緩和によると考えられる長期的な余

効変動が観測されている．本研究では，2003 年十勝沖地震後に観測された余効変動データを利

用して北海道南西部の粘弾性構造の推定を行う．

Ⅱ．データと粘弾性構造推定

・座標時系列データ

　本研究では，研究対象を北海道南西部として，地殻変動のデータは国土地理院が運用する

GNSS 連続観測網 GEONET の電子基準点の日々の座標値・F ５解 ( 村松ほか，2021) を使用した

(Fig.1)．F ５解は，固定点解析の精度向上や対流圏遅延の推定方法変更による安定化などから，

従来利用されてきた F ３解 ( 中川ほか，2009) に比べてより高精度な座標値である．最新の国際

地球基準座標系 ITRF2014 に準拠する IGS14 座標系での日々の座標値で，欠測等による解析結果

の大きな飛びを改善するために，国内外 100 点程度の IGS(International GNSS Service) 観測点を

拘束点として利用し，固定点であるつくば１の日々の座標値を求めている．アンテナ交換などに

より発生したオフセットの補正には，国土地理院より提供されている補正データ (corrf5o.dat) を

使用した .
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・座標時系列データの処理方法

　2003 年十勝沖地震前後での地殻変動時系列の特徴を抽出するため，F ５解座標データから地

震時変位を取り除いた上で変動の傾向の比較を実施した．1996年3月から2011年3月10日(2011

年東北地方太平洋沖地震の前日 ) までの座標データに対して，最初に 2003 年十勝沖地震による

地震時変位量を算出し除去する．本研究では，地震発生の前後 10 日間の座標値の平均値をとり，

それらの差を地震時変位量とした．

　続いて，地震発生後の余効変動の有無の確認のため，地震発生前の期間の座標データに対して

直線変化・年周変化・半年周変化を仮定した以下の式を用いてフィッティングを行い算出した．

　ここで，d(t) は時刻 t における変位の各成分（東西，南北または上下），a と b の項が直線変化，

c 1 と d 1 の項が年周変化，c 2 と d 2 の項が半年周変化を表す項であり，これら 6 つのパラメータを

非線形最小二乗法で推定した．観測値を十分に再現できるような回帰曲線を求めるためには，季

節変動などの周期的変動の推定精度の安定性のために観測データが 2.5 年以上あることが望まし

い (Blewitt and Lavallée, 2002) ため，使用する観測点を 2001 年以前より観測が行われている観

測点に絞って計算した .

・粘弾性構造モデル計算

　本研究では，北海道南西部での 2003 年十勝沖地震後の余効変動の原因として粘弾性緩和を仮

定し，観測された変動を再現できるような構造モデルの推定を実施した．対象領域は震源域から

離れた地域であり，影響が小さいことが示されている余効すべりの効果は考慮せず（Itoh et al., 

2019），また，数年以上継続する成分を利用することから，比較的短期間で収束する間隙弾性反

発については考慮しないこととした．

　粘弾性緩和による地表変位の時空間変化の理論計算は v2fidg(Fukahata and Matsu'ura, 

2005;Fukahata and Matsu'ura, 2006) を用いて実施した．このプログラムでは，弾性体と Maxwell

粘弾性体の水平半無限２層構造を仮定し，層中の断層の食い違い力源により生じる内部変形を計

算することができる．また，計算の際には国土地理院が発表した 2003 年十勝沖地震の断層モデ

ルを使用した (https://www.gsi.go.jp/cais/HENDOU-hendou18.html)．

　地下構造として弾性 - 粘弾性体の半無限２層構造を仮定し，Ueda et al.(2003) を参考に仮定

したモデル１を初期モデルとし，弾性層の層厚や粘弾性層の粘性率，地震波速度を変えた合計７

つのモデルを用いて計算を行った (Table.1)．model 7 の地震波速度は，Miyamachi et al.(1994)

で示された北海道南西部での深さ 20 km 地点での地震波速度の値を参考に設定した．
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Fig. 1.   Location map of the study area (southwestern Hokkaido). Red circles and yellow star denote the location 

of the GEONET sites and hypocenter of the 2003 Tokachi-oki earthquake, respectively.

Table 1．Subsurface structure models used in this study.

model 1 model 2 model 3 model 4 model 5 model 6 model 7

Elastic layer P-wave velocity[km/s] 6.59 6.25

Visco-elastic layer P-wave velocity[km/s] 7.50 6.90

Elastic layer S-wave velocity[km/s] 3.77 3.60

Visco-elastic layer S-wave velocity[km/s] 4.30 3.90

Elastic layer thickness[km] 40.0 40.0 30.0 30.0 20.0 20.0 40.0

Elastic layer density[g/cm3] 2.85

Visco-elastic layer density[g/cm3] 3.20

Viscosity of visco-elastic layer[Pa s] 4.0×1018 1.0×1018 4.0×1018 1.0×1018 4.0×1018 1.0×1018 4.0×1018
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Ⅲ．結　果

・2003 年十勝沖地震の余効変動

　2003 年十勝沖地震の発生から 2011 年東北地方太平洋沖地震の間での余効変動の時空間特性を

確認するために，対象領域に設置されている GEONET 観測点 9 点の座標時系列を確認した．そ

の結果を Fig.2 に示す．また，地震前後での変動の様子をわかりやすくするため，各観測点の観

測開始から 2003 年 9 月 25 日 ( 十勝沖地震の発生前日 ) までの F5 解座標データから直線トレン

ドと年周・半年周変動，また，2003 年十勝沖地震の地震時変位を取り除いたものを Fig.3 に示す．

この際に座標時系列から取り除いた地震時変位の水平成分は Fig.4 にまとめた．2003 年十勝沖地

震による地震時変位は，震源域から 300 km 以上離れた北海道南西部においても，例えば奥尻

1(940020) でおよそ 2 cm の地震時変位が観測されている．

　対象領域では，2003 年十勝沖地震以降にグラフの傾きが変化している点から (Fig.2, Fig.3)，

この地震を境に変動の傾向が変化していることがわかる．また，このグラフの傾きが 2003 年以

降 2011 年まで元の状態に戻っていないことから，この変動は 2003 年十勝沖地震の発生からおよ

そ 7年半経っても継続していたことが考えられる．

　観測値の大きさから，地震による変動のうち上下成分は大きくても数 cm 程度と水平成分 ( 特

に東西方向 )と比べて小さく議論が困難であるため，この後の観測値と計算値の比較の際には水

平変動のみ議論することとする．

・北海道南西部の粘弾性モデル推定

　北海道南西部で地震発生後にみられた非定常変動を再現するための粘弾性構造の推定を行う．

　水平変位の絶対値と東西・南北成分の観測値と計算値の時間変化を比較した結果をそれぞれ

Fig.5 と Fig.6 に示す．対象領域のうち，北部に位置する瀬棚 (940017)(Fig.5, 6(a)) では，水平変

位の絶対値では同じ粘性率 (1×10-18 Pa s) で弾性層の厚さが異なる model 2 と mode 4 の両方で観

測値をおおよそ再現することができるものの，成分ごとに見た場合には，南北方向は同じ粘性率

で弾性層の厚さが 20 km である model 6 で最も観測値に近い結果を示した．奥尻１(940020) と鹿

部 (950147) (Fig.5, 6 (b),(c)) では，粘性率を 1×10-18 Pa s と設定したモデルを用いて絶対値・

成分ともに観測値をよく再現することができた . 対象領域の南部に位置する松前 (940023)

(Fig.5, 6(d)) では，他の場合と比較して変位絶対値の振幅の再現が十分ではないが，model 2・4・

6 の減衰の時定数は観測値とおおよそ一致している .
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Fig. 2.   Coordinate time series. Locations of station are denoted in Fig.1. Red vertical line indicates the date of 

the 2003 Tokachi-oki earthquake. Co-seismic displacement induced by the 2003 Tokachi-oki earthquake were 

eliminated.

Fig. 3.   Detrended coordinate time series. Red vertical line indicates the date of the 2003 Tokachi-oki earthquake.  

Co-seismic displacement induced by the 2003 Tokachi-oki earthquake were eliminated.
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Ⅳ．考　察

　2003 年十勝沖地震前後の座標時系列からは，北海道南西部で余効変動が減衰しながらも少な

くとも 7年半続いていたことが明らかになった．水平余効変動の絶対値は，例えば瀬棚観測点で

は 2003 年十勝沖地震の発生以降，2003 年 9 月 27 日から 2011 年東北地方太平洋沖地震前日まで

の約 7.5 年間で 11.0 ± 0.4 cm におよび，これは地震時変位量 (3.4 ± 0.9 cm) のおよそ 320 % に

相当する．これは，北海道南西部では地震時変動よりも地震後変動による変位の方が大きいこと

を示しており，震源から相対的な遠隔地においても長期間の地殻変動場を検討する場合には粘弾

性緩和による影響を考慮する必要を示している．

　粘弾性構造モデルを用いた理論余効変動時系列と観測値との比較では，瀬棚 (940017)，奥尻

１(940020)，鹿部 (950147) では観測値と理論値でよい一致を示した．松前 (940023) では，観測

値の振幅が理論値よりもやや大きくなった．

　観測値を最も説明できる粘弾性構造として，弾性層厚 20～40 km，粘性率 1×10-18 Pa s が得ら

れた．推定された粘性率は，Ueda et al.(2003) が求めた北海道南西部の値 (4×10-18 Pa s) や，

Ohzono et al.(2012) が推定した東北地方脊梁部の値 (2×10-18～5×10-18 Pa s) とよい一致を示す．

一方で，Itoh and Nishimura(2016) が求めた北海道東部の粘性率である 2×10-19 Pa s よりは有意

に小さい．これは，北海道南西部と北海道東部では粘弾性構造が大きく異なっていることを示唆

Fig. 4.   Co-seismic displacements induced by the 2003 Tokachi-oki earthquake with error ellipses (1-sigma).
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する．北海道は石狩低地帯を境に東側が千島弧，西側が東北日本弧に属しており，地熱構造的・

電磁気的に異なる特徴をもつ (西田・橋本，2007; 江原，1974;Nishida, 1982)．久保田ほか (1998)

にて，石狩低地帯を境に北海道東部と比較して，北海道南西部は相対的に地下温度勾配が大きく

なっていることが示されていることからも，北海道東部と南西部で粘性率の違いが存在し，地震

後の余効変動特性に大きな影響を与えている可能性が考えられる．また，観測点によって弾性層

厚が異なる (20～40 km) 可能性が示されたが，これは秋田 (2014) の地温勾配データより示され

た北海道南西部でのパッチ状の高地温勾配域のような，ローカルな地下構造の変化を示している

可能性がある．

　より長期間の GNSS 観測の結果は，2011 年東北地方太平洋沖地震の影響を受けるため，本研

究では余効変動の評価に 2011 年 3 月までの座標時系列しか用いていない．そこで，2003 年十勝

沖地震に伴う余効変動の継続時間を推定する一つの手法として，地震発生から 50 年間の変動の

様子を，観測値から推定された複数の粘弾性構造モデルから計算した．粘性率は，先ほどまでの

モデル計算のうち，地震後の観測値を最も再現できたモデルで採用した粘性率 (1×10-18 Pa s) に

固定し，地震波速度を Ueda et al.(2003) と Miyamachi et al.(1994) で示された北海道南西部で

の値を参考に設定し，弾性層厚を 20～40 km の間で変化させた６つのモデル (Table.2) を用いて

粘弾性緩和による変動の様子と，緩和時間を算出した (Fig.7)．なお，model A～C は Table.1 の

model 6，4，2 にそれぞれ対応する．緩和時間の算出は，本研究の対象領域と震源域との距離か

ら余効すべりを考慮せず粘弾性緩和のみの影響を計算していることから，不破・大園 (2018) と

同様の方法を採用し，粘弾性緩和の継続の尺度である緩和時間τの関数として地震発生からの経

過時間 t における変位 u(t)を近似する以下の近似式を，理論計算より求めた粘弾性緩和による変

動量に対して用いることで計算を行った．E は振幅，C は切片である．

　Table.2 の６つのモデルより算出した緩和時間は，対象領域の北部よりも南部の方が長く，室

蘭 (940018) で 4.1～5.2 年，上ノ国 (950530) で 6.0～7.0 年，松前 (940023) で 7.4～9.5 年となった．

また，余効変動は Fig.7 より緩和時間の短い北部でも 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後

2015 年頃まで緩やかながらも変動が継続している可能性が示唆される．
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Fig. 5.   Comparison of absolute horizontal displacement and theoretical one. Blue points and lines with signs 

indicate observation value and calculation results, respectively. Model parameters were summarized in Table.1.
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Ⅴ．ま　と　め

　GEONET の日々の座標解 F ５解を用いて，北海道南西部で 2003 年十勝沖地震による余効変動

が少なくとも 2011 年東北地方太平洋沖地震発生時まで継続していたことを明らかにした．この

地域での累算余効水平変位量は，地震時変位量を上回っている．余効変動の原因を粘弾性緩和と

仮定し，観測された変位時系列を再現できるような地下の粘弾性構造モデルを推定したところ，

弾性層の厚さを 20～40 km，粘弾性層の粘性率を 1×10-18 Pa s とすると観測値をおおむね再現す

ることができた．この結果は先行研究とも調和的である．北海道南西部は，下部地殻～上部マン

トルの粘性率が北海道東部に比べ小さく，地震の震源が離れている場合でも地震時変位に比べて

相対的に大きな余効変動が長期間にわたり発生することが明らかにされた．

謝辞　本研究では国土地理院の GNSS 観測網 GEONET の座標解析解を使用させていただきました．

また，粘弾性構造モデルの推定には京都大学防災研究所の深畑幸俊氏と統計数理研究所の松浦充

宏氏のプログラム v2fidg を，計算の際の 2003 年十勝沖地震の断層モデルは国土地理院より発表さ

れたものを使用させていただきました．記して感謝申し上げます．

Fig. 6.   Comparison of observed horizontal components and theoretical ones. Upper and lower graphs indicate East-

West and North-South component, respectively.
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